
企業理念

PURPOSE：前向きに今日を生きる人の輪を広げる

PROMISE：いきいきとする体験をお届けする
人の頭、身体、心を活性化する
コミュニティと共に

V A L U E S：ひと中心  / 飽くなき挑戦  / おもてなしの心

めまぐるしく変わる時代の中で
より便利に、より快適に、私たちの生活は変化し続けている。

だけど、どんなに世の中が変わっても、
大切にしなければならないものがある。

それは人がどう感じ、どう生きるか、ということだ。

わくわくしたり、ときめいたり、
好奇心や感動は、日常に「歓び」を与えてくれる。
そう感じたとき、人はそれを共有したいと思う。

隣の人と、遠く離れた誰かと、
もしかしたら子どもや次の世代の人たちとも。
歓びが生むのは、そんなポジティブな連鎖だ。

たとえば、どこかへ出かけるとき、
どこへでも行くことができるとしたら。

その先に新たな発見や出会いが待っているとしたら。
そう考えるだけで、前を向くことができる。
何かに挑戦しようとする気持ちが湧き上がる。
私たちの人生に訪れる「歓び」こそが、

自らの意思で生きる幸せにつながっているのかもしれない。

「走る歓び」を追求してきたマツダは知っている。
移動体験から多くの好奇心や感動が生まれることを。

それが共有され、たくさんの幸せや笑顔につながっていくことを。
人を信じる力と飽くなき挑戦によって、どんな困難や時代も乗り越え、

ものづくり、つながりづくり、ひとづくりに取り組み続けてきたからこそ、
確信している。

「走る歓び」とは、「生きる歓び」そのものであると。
もっと多くの歓びにあふれた社会、世界、そして未来を。

そう願う、すべての人と共に。
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トップメッセージ

社会の変化を成長機会に変える

現在、自動車産業は100年に一度の大変革期に入ったと言

われています。感染症のパンデミック（世界的な大流行）リ

スクや国際紛争によるエネルギー危機、地政学リスクなど、

不透明、不確実な時代にあります。

この時代の大きな変化の中、地球温暖化抑制への取り組

みや少子高齢化の進行による人生100年社会への対応、デ

ジタル技術の急速な進歩がもたらす問題などグローバルに

向き合う課題を解決し、成長機会に変えていくことが企業に

は求められています。

受け継がれたDNAや想いをもとに
マツダらしい価値を創造

この時代に、私たちが進むべき指針となる「マツダの北極星」

を、企業理念として明確にしました。

その企業理念は、創業103年の歴史を振り返り、社会にお

けるマツダの存在意義をこの時代を生きる私たちが議論を重

ねてまとめ上げたものです。

私たちは、マツダが世界初のロータリーエンジン量産化を

実現した際の「人を信じ、人の力を信じ、どんな困難や苦節

にも飽くなき挑戦の精神で立ち向かう“DNA”」と、1945年

8月6日の原爆投下からわずか4カ月後に生産を再開し、廃

墟と化した広島の街の復興の一翼を担った「平和都市・広島

に生まれ育った企業市民として、平和の証である人々の笑顔

をつくり、社会をより豊かにすることに貢献していきたいとい

う“想い”」が、今も私たちの根底に流れているということを

再認識しました。

この創業から世代を超えて受け継がれた“DNA”や“想い”

を企業理念に反映しています。

時代が変わってもマツダがマツダであり続け、未来の社会

に生きる人々に必要とされる会社となるため、この「北極星」

を大事にしていきたいと考えています。

┃外部環境動向の認識

┃「マツダの北極星」としての
企業理念

企業理念は、『PURPOSE』『PROMISE』『VALUES』の3つ

の要素から成ります。

『前向きに今日を生きる人の輪を広げる』という『PURPOSE』

はマツダの存在意義を示すものです。

お客さまにとって動くことへの感動体験である「走る歓び」

の価値を「生きる歓び」にまで広げることで、人々の生活を

より豊かにすることができると考えています。

一例として、私たちのブランドアイコンであるロードスター

（海外名「MX-５」）は、世界各国でお客さまが中心となって

ロードスターファンクラブをつくり活動をしています。お客さ

ま同士が絆でつながるコミュニティの中でいきいきと豊かな

時間を過ごせる、というまさに「生きる歓び」が形成されて

います。

この価値は、時代が変わろうと、パワーソースが変わろう

と、普遍の価値であり続けるでしょう。そして、私たちは、

未来の人々に選ばれる会社となるために、この価値をさらに

高めるような企業活動が求められていると考えます。

『いきいきとする体験をお届けする』という『PROMISE』は

『PURPOSE』実現のために私たちがお客さまをはじめとして

マツダとかかわるすべての人に提供するものです。『いきいき

とする体験』は、人の頭、身体、心を活性化するとともに、

その人がさらに他の人とつながることでコミュニティも活性

化し、人々の「生きる歓び」に貢献すると信じています。

『ひと中心』『飽くなき挑戦』『おもてなしの心』という3つ

の『VALUES』は私たちが行動するために大切にしたい価値

観です。

『PURPOSE』の実現を目指し、マツダがお客さまや社会に

どんな価値を提供できるかを示したものが価値創造プロセス

です。2023年からは『前向きに今日を生きる人の輪を広げ

る』の実現を目指し、「ものづくり」「つながりづくり」「ひとづ

くり」の領域で培ってきたマツダの強みを活かし、さまざまな

取り組みを通じて、いきいきとする体験という価値を創造し

ていきます。

また、こうした取り組みを通した『PURPOSE』実現をさらに

推進するため、顧客体験を創出する事業会社の立ち上げな

ども検討し、お客さまにもっと近づいていくブランドづくりを

目指していきます。

時代に適合した「走る歓び」で、

移動体験の感動を量産し、

お客さまの「生きる歓び」に

貢献してまいります

マツダ株式会社
代表取締役社長兼CEO
（最高経営責任者）

毛 籠  勝 弘
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移動体験の感動を量産し選ばれ続けるブランドに

私は、今後、デジタル化や価値観の多様化が進展する中、

お客さまから選ばれ続ける理由、つまりマツダ独自の価値で

選ばれる状態にならなければ、世の中で必要とされるブラン

ド、企業として生き続けることはできないと考えています。

ですから、『時代に適合して走る歓びを進化させ、日常の

移動体験の感動を量産する、そんなクルマ好きの会社であり

続けたい』という想いを2030 VISIONとして定めました。

このありたい姿を実現するため、ブランド価値経営を一貫し

て推進することを経営の基本方針とします。

ブランド価値経営とは、マツダが提供する価値をお客さま

をはじめとするステークホルダーの皆さまに共感していただ

くことで、そこから生まれる感情的なつながりを通して長くマ

ツダとお付き合いいただき、ブランド価値の向上を通じて企

業価値を高めていく経営哲学です。

このブランド価値経営において、お客さまを常に起点とし、

お客さまの視点で、お客さまが望まれているマツダらしい価

値を発掘、提供することにより、選ばれ続けるブランド、企

業に成長できるように取り組みを継続していきます。

トップメッセージ

ブランド価値経営のもと
3つの基本方針で2030 VISIONを実現

2022年11月に公表した中期経営計画アップデートおよび

2030経営方針において2030 VISIONの実現を目指し、経

営効率をより一層高め、施策を着実に実行することが私の責

務です。

私は、人は会社で最も重要な資本という考え方のもと、

当社従業員、グループ従業員一人ひとりが全力で実力を発

揮できる社内風土へと改革し、全員野球、チーム経営で推

進してまいります。

2030経営方針では、ブランド価値経営の推進を柱に、自

動車会社の社会的責務である地球温暖化抑制への取り組み、

安全・安心なクルマ社会の実現、マツダ独自の価値創造の3

つを経営の柱に置いています。

まず、「経営の基本方針1」の「地球温暖化抑制」に関する

「カーボンニュートラル」に向けた取り組みです。

クルマの『つくる、はこぶ、つかう、もどす』の過程をスコー

プに、「2050年のサプライチェーン全体でのカーボンニュー

トラル」（2021年1月公表済）への挑戦に加え、2022年6

月には「2035年にグローバル自社工場のカーボンニュート

ラル実現」の目標を公表しました。

2035年の中間目標に向けては、省エネルギー、再生可

能エネルギー、カーボンニュートラル燃料の3本柱で取り組

みを進めています。

「省エネルギー」については、まずCO2排出量の多い自動

車の製造工程に焦点を当て、熱エネルギー削減や、加工技

術の効率化によるエネルギー変換効率の向上などを実施し

ています。

「再生可能エネルギー」については、「中国地域カーボン

ニュートラル推進協議会」の取り組みを通して地域社会と共

生し、再生可能エネルギーの利用促進による地域共生構想

や、自社ではオフサイトコーポレートPPAの導入等の取り組

みを進めています。

「カーボンニュートラル燃料」については、次世代バイオ

燃料、ガソリン代替カーボンニュートラル燃料の研究やパー

トナー企業との活用拡大に向けた取り組みに加えて、燃料

アンモニアの導入・利活用に向けた取り組みにも参加してい

ます。

2050年のサプライチェーン全体でのカーボンニュートラル

実現に向けては、自社に加えサプライチェーン全体への対応

が不可欠ですので、さまざまなステークホルダーと共にCO2

排出量を削減する活動を段階的に進めていきます。

「地球温暖化抑制」に関する2つ目は、電動化への取り組み

です。

自動車業界は、電動化、デジタル化、知能化など、新たな

技術の開発が加速しています。マツダもカーボンニュートラル

実現のため、電動化への取り組みを着々と進めていきます。

2030年に向けて、電動化への移行に関しては、3つの

フェーズに分け着実に取り組んでまいります。

2024年までを第1フェーズとし、将来の電動化などの対

応資源を蓄積しながら、本格的電動化時代に向けた開発・生

産領域の技術開発の強化に取り組みます。

第2フェーズ（2025～2027年）は、規制のハードルも上

がる電動化へのトランジションのフェーズです。この期間は

引き続き内燃機関搭載車で収益を上げ、財務基盤を維持・

強化しながら本格的電動化時代への備えを盤石にします。

第3フェーズ（2028～2030年）は、バッテリーEV商品を

本格導入します。本格的な電動化時代に向けて、市場の需

要状況と政策、技術進化の方向性が定まってくる状況を見極

め、電池生産への投資などを視野に入れていきます。

バッテリー EVが主流と想定される時代への移行期間であ

る2030年頃までは、内燃機関、電動化技術、カーボン

ニュートラル燃料などさまざまな組み合わせとソリューション

を地域のお客さまのニーズや電源事情に応じて、適材適所

で提供していく「マルチソリューション」のアプローチで対応

していきます。

一方、バッテリーEVに関しては、各国・各地域の電動化政

策や規制の強化動向を踏まえ2030年のグローバルにおける

バッテリー EV 比率の想定を25～40%とし、意志を持った

フォロワーとして新しい技術を学び、蓄積し、技術開発しな

がら、取り組みを着実に進めていきます。

同業他社との協業に加えて、地場でも電動化技術を育て、

中国地域の購買取引先を含むビジネスパートナーとの共存

共栄を図ってまいります。

「経営の基本方針2」は安全・安心なクルマ社会へ向けた取り

組みです。

走る歓びを心から感じていただくためには、そのベースに

なる「安全」が欠かせません。

日本の交通死亡事故の被害者は、大幅に減少をしてきま

したが、まだ交通死亡事故ゼロには至っていません。また、

米国などグローバル市場では残念ながら、交通事故者が増

加傾向にあります。

自動車技術の改良を進め、運転者や同乗者はもちろん、

クルマを取り巻くさまざまな人々や社会の声に耳を傾けつつ、

人の幸せを第一に、事故のない安全・安心な社会づくりに貢

献していくことは私たちの重要な責務です。安全技術開発に

加え、地域や社会と連携し「死亡事故ゼロ」を目指し取り組

んでまいります。私たちの安全技術開発に関しては、独自の

安全思想「マツダ・プロアクティブ・セーフティ」のもと、これ

まで大事にしていた「ひと」を中心としたものづくりに、デジ

タルの技術を掛け合わせて、人の能力を最大限発揮できる

よう支援することで、未然に運転時の不注意を防止すること

に寄与する技術など、時代の要求に合わせて安全技術をさ

らに磨いていきます。

「経営の基本方針3」は「マツダ独自の価値創造」への取り組

みです。

デジタル技術の進展で、自動運転が普及し、人が運転す

る必要はなくなる。そう思われる方もいらっしゃるかもしれま

せん。しかし、私たちは、クルマに乗ることで得られる躍動

感や自己効力感、行動範囲が広がることで出会えるワクワク

とした発見や愉しさという「走る歓び」をお客さまに感じてい

ただきたいと思います。

そのために人を深く研究し、人体の構造や脳のメカニズム

を理解し、モデル化することによって、ストレスや、不安を

取り除くことで、人が気持ちよく安全に最大のパフォーマンス

が発揮でき、ドライバーや同乗者が快適に移動することの愉

しみを感じていただける商品へさらに進化させていきます。

現場を支援する組織文化とITによる人の成長

こうした計画や前述したブランド価値経営の着実な進捗のた

めには土台となる事業基盤の強化が必要不可欠です。事業

基盤の強化として、以下の3点を取り組んでまいります。

1. 人とITの投資による価値創造の強化

前述の通り、マツダにとって、人は最も重要な資本であり、

各人の能力向上とその成長の総和が会社の成長の源泉です。

今後は、より「現場」に光を当て、支援する組織文化を育み、

日々苦労しながら最前線で頑張っている「現場」の従業員一

人ひとりが創造性を発揮し、価値を創りだせるような環境づ

くりを進めます。

すべての従業員が価値創造に邁進できるよう、IT／AIの

知識を学び、実践できるようデジタル教育に投資を行い、従

業員がお互いに切磋琢磨できる環境を整備します。こうした

取り組みを通して業務の付加価値を高くすることで2030年

までの生産性倍増を目指します。

2. バリューチェーン、サプライチェーンの強靭化

時代の変化に合わせて、サプライチェーンやバリューチェー

ンに存在するムリ・ムラ・ムダを徹底的に取り除き、原価の適

正化を図っていきます。

サプライチェーンについては、材料調達からお客さまへの

お届けに至るまでの工程の中でモノがよどみなく流れ、その

スピードが最大化される「全体最適の工程」の実現を目指し

ます。部品の調達構造の変革や汎用性の高い材料や半導体

の活用拡大により、事業継続性に影響を与える地政学リスク

などの外部環境影響も最小限にとどめます。バリューチェー

ンにおいては、お客さまの求める価値を実現するための技術、

サービスの統合的な価値開発を進めるように転換していきま

す。これにより、購買取引先を含むビジネスパートナーにお

いても、真にお客さまに必要な価値に集中することができる

と考えています。

3. コーポレートガバナンスの継続的改善と
ステークホルダーとの対話の強化

株主・投資家さまとの対話やコーポレートガバナンス・コード

の趣旨などを踏まえ、ガバナンス体制の実効性向上を目指し

た継続的な改善を図っています。

コーポレートガバナンスでは、全15名の取締役で構成さ

れる取締役会には、2名の女性を含む多彩な知見や経験を

有する社外取締役6名が含まれています。また、社内からも

女性執行役員が誕生し、さらなるジェンダーやスキル、バッ

クグラウンド面での多様化を図ることで、経営をより洗練さ

せていきます。

直面する多くの複雑な課題に対して組織横断で柔軟に対

応できる組織にするため、新たに設定する機能軸のChief 

O�cer制（CXO）と従来の組織軸を組み合わせ、意思決定

のスピードを上げて運営する「チーム経営」を推進します。

サステナビリティにおいては、2021年12月の「サステナ

ビリティ基本方針」策定により取り組みの方向性を明確にし、

2023年8月には人権方針を制定しました。これにより、企

業活動における基本は人権尊重であるという考え方のもと、

社内外を問わずすべての企業活動において、いかなる人権

侵害も容認しないという姿勢をあらためて明確にしました。

こうした取り組みと同時に、情報開示の強化にも努めます。

また、IRに関しては、引き続き株主・投資家の皆さまに向

けた非財務情報を含めた適時適切な情報開示に加えて、積

極的な対話を通してマツダの経営の考え方をご理解いただく

ことで、PBR改善を含む企業価値向上に取り組みます。

「走る歓び」の進化を「生きる歓び」に

環境規制の相次ぐ変更、厳格化や、社会課題の顕在化など、

外部環境変化のスピードは非常に速く、持続可能なビジネス

へ転換する大きな挑戦に臨むステージに入っています。

それに対応するためには、従業員一人ひとりの活躍と成

長の総和をより大きくし、会社が一丸となって大きな変化を

乗り越えていく必要があります。多様な技術、共創する多く

のパートナーと共に知恵と熱量を結集し、カーボンニュート

ラルの実現、安全・安心・自由な移動が叶う社会を目指して、

日常に動くことへの感動や心のときめきを創造し、仲間と共

有できる幸せをお届けします。

このような取り組みを通して、マツダは、「走る歓び」を進

化させ続け、お客さまの「生きる歓び」を通じて社会に貢献

してまいります。

株主・投資家の皆さまにおかれましては、マツダの目指す方

向性をご理解いただき、引き続き変わらぬご支援を賜ります

ようよろしくお願い申し上げます。

┃2030 VISIONとブランド価値経営 ┃2030経営方針
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ブランド価値経営のもと
3つの基本方針で2030 VISIONを実現

2022年11月に公表した中期経営計画アップデートおよび

2030年経営方針において2030 VISIONの実現を目指し、

経営効率をより一層高め、施策を着実に実行することが私の

責務です。

私は、人は会社で最も重要な資本という考え方のもと、

当社従業員、グループ従業員一人ひとりが全力で実力を発

揮できる社内風土へと改革し、全員野球、チーム経営で推

進してまいります。

2030年経営方針では、ブランド価値経営の推進を柱に、

自動車会社の社会的責務である地球温暖化抑制への取り組

み、安全・安心なクルマ社会の実現、マツダ独自の価値創造

の3つを経営の柱に置いています。

まず、「経営の基本方針1」の「地球温暖化抑制」に関する

「カーボンニュートラル」に向けた取り組みです。

クルマの『つくる、はこぶ、つかう、もどす』の過程をスコー

プに、「2050年のサプライチェーン全体でのカーボンニュー

トラル」（2021年1月公表済）への挑戦に加え、2022年6

月には「2035年にグローバル自社工場のカーボンニュート

ラル実現」の目標を公表しました。

2035年の中間目標に向けては、省エネルギー、再生可

能エネルギー、カーボンニュートラル燃料の3本柱で取り組

みを進めています。

「省エネルギー」については、まずCO2排出量の多い自動

車の製造工程に焦点を当て、熱エネルギー削減や、加工技

術の効率化によるエネルギー変換効率の向上などを実施し

ています。

「再生可能エネルギー」については、「中国地域カーボン

ニュートラル推進協議会」の取り組みを通して地域社会と共

生し、再生可能エネルギーの利用促進による地域共生構想

や、自社ではオフサイトコーポレートPPAの導入等の取り組

みを進めています。

「カーボンニュートラル燃料」については、次世代バイオ

燃料、ガソリン代替カーボンニュートラル燃料の研究やパー

トナー企業との活用拡大に向けた取り組みに加えて、燃料

アンモニアの導入・利活用に向けた取り組みにも参加してい

ます。

2050年のサプライチェーン全体でのカーボンニュートラル

実現に向けては、自社に加えサプライチェーン全体への対応

が不可欠ですので、さまざまなステークホルダーと共にCO2

排出量を削減する活動を段階的に進めていきます。

「地球温暖化抑制」に関する2つ目は、電動化への取り組み

です。

自動車業界は、電動化、デジタル化、知能化など、新たな

技術の開発が加速しています。マツダもカーボンニュートラル

実現のため、電動化への取り組みを着々と進めていきます。

2030年に向けて、電動化への移行に関しては、3つの

フェーズに分け着実に取り組んでまいります。

2024年までを第1フェーズとし、将来の電動化などの対

応資源を蓄積しながら、本格的電動化時代に向けた開発・生

産領域の技術開発の強化に取り組みます。

第2フェーズ（2025～2027年）は、規制のハードルも上

がる電動化へのトランジションのフェーズです。この期間は

引き続き内燃機関搭載車で収益を上げ、財務基盤を維持・

強化しながら本格的電動化時代への備えを盤石にします。

第3フェーズ（2028～2030年）は、バッテリーEV商品を

本格導入します。本格的な電動化時代に向けて、市場の需

要状況と政策、技術進化の方向性が定まってくる状況を見極

め、電池生産への投資などを視野に入れていきます。

バッテリー EVが主流と想定される時代への移行期間であ

る2030年頃までは、内燃機関、電動化技術、カーボン

ニュートラル燃料などさまざまな組み合わせとソリューション

を地域のお客さまのニーズや電源事情に応じて、適材適所

で提供していく「マルチソリューション」のアプローチで対応

していきます。

一方、バッテリーEVに関しては、各国・各地域の電動化政

策や規制の強化動向を踏まえ2030年のグローバルにおける

バッテリー EV 比率の想定を25～40%とし、意志を持った

フォロワーとして新しい技術を学び、蓄積し、技術開発しな

がら、取り組みを着実に進めていきます。

同業他社との協業に加えて、地場でも電動化技術を育て、

中国地域の購買取引先を含むビジネスパートナーとの共存

共栄を図ってまいります。

「経営の基本方針2」は安全・安心なクルマ社会へ向けた取り

組みです。

走る歓びを心から感じていただくためには、そのベースに

なる「安全」が欠かせません。

日本の交通死亡事故の被害者は、大幅に減少をしてきま

したが、まだ交通死亡事故ゼロには至っていません。また、

トップメッセージ

米国などグローバル市場では残念ながら、交通事故者が増

加傾向にあります。

自動車技術の改良を進め、運転者や同乗者はもちろん、

クルマを取り巻くさまざまな人々や社会の声に耳を傾けつつ、

人の幸せを第一に、事故のない安全・安心な社会づくりに貢

献していくことは私たちの重要な責務です。安全技術開発に

加え、地域や社会と連携し「死亡事故ゼロ」を目指し取り組

んでまいります。私たちの安全技術開発に関しては、独自の

安全思想「マツダ・プロアクティブ・セーフティ」のもと、これ

まで大事にしていた「ひと」を中心としたものづくりに、デジ

タルの技術を掛け合わせて、人の能力を最大限発揮できる

よう支援することで、未然に運転時の不注意を防止すること

に寄与する技術など、時代の要求に合わせて安全技術をさ

らに磨いていきます。

「経営の基本方針3」は「マツダ独自の価値創造」への取り組

みです。

デジタル技術の進展で、自動運転が普及し、人が運転す

る必要はなくなる。そう思われる方もいらっしゃるかもしれま

せん。しかし、私たちは、クルマに乗ることで得られる躍動

感や自己効力感、行動範囲が広がることで出会えるワクワク

とした発見や愉しさという「走る歓び」をお客さまに感じてい

ただきたいと思います。

そのために人を深く研究し、人体の構造や脳のメカニズム

を理解し、モデル化することによって、ストレスや、不安を

取り除くことで、人が気持ちよく安全に最大のパフォーマンス

が発揮でき、ドライバーや同乗者が快適に移動することの愉

しみを感じていただける商品へさらに進化させていきます。

現場を支援する組織文化とITによる人の成長

こうした計画や前述したブランド価値経営の着実な進捗のた

めには土台となる事業基盤の強化が必要不可欠です。事業

基盤の強化として、以下の3点を取り組んでまいります。

1. 人とITの投資による価値創造の強化

前述の通り、マツダにとって、人は最も重要な資本であり、

各人の能力向上とその成長の総和が会社の成長の源泉です。

今後は、より「現場」に光を当て、支援する組織文化を育み、

日々苦労しながら最前線で頑張っている「現場」の従業員一

人ひとりが創造性を発揮し、価値を創りだせるような環境づ

くりを進めます。

すべての従業員が価値創造に邁進できるよう、IT／AIの

知識を学び、実践できるようデジタル教育に投資を行い、従

業員がお互いに切磋琢磨できる環境を整備します。こうした

取り組みを通して業務の付加価値を高くすることで2030年

までの生産性倍増を目指します。

2. バリューチェーン、サプライチェーンの強靭化

時代の変化に合わせて、サプライチェーンやバリューチェー

ンに存在するムリ・ムラ・ムダを徹底的に取り除き、原価の適

正化を図っていきます。

サプライチェーンについては、材料調達からお客さまへの

お届けに至るまでの工程の中でモノがよどみなく流れ、その

スピードが最大化される「全体最適の工程」の実現を目指し

ます。部品の調達構造の変革や汎用性の高い材料や半導体

の活用拡大により、事業継続性に影響を与える地政学リスク

などの外部環境影響も最小限にとどめます。バリューチェー

ンにおいては、お客さまの求める価値を実現するための技術、

サービスの統合的な価値開発を進めるように転換していきま

す。これにより、購買取引先を含むビジネスパートナーにお

いても、真にお客さまに必要な価値に集中することができる

と考えています。

3. コーポレートガバナンスの継続的改善と
ステークホルダーとの対話の強化

株主・投資家さまとの対話やコーポレートガバナンス・コード

の趣旨などを踏まえ、ガバナンス体制の実効性向上を目指し

た継続的な改善を図っています。

コーポレートガバナンスでは、全15名の取締役で構成さ

れる取締役会には、2名の女性を含む多彩な知見や経験を

有する社外取締役6名が含まれています。また、社内からも

女性執行役員が誕生し、さらなるジェンダーやスキル、バッ

クグラウンド面での多様化を図ることで、経営をより洗練さ

せていきます。

直面する多くの複雑な課題に対して組織横断で柔軟に対

応できる組織にするため、新たに設定する機能軸のChief 

O�cer制（CXO）と従来の組織軸を組み合わせ、意思決定

のスピードを上げて運営する「チーム経営」を推進します。

サステナビリティにおいては、2021年12月の「サステナ

ビリティ基本方針」策定により取り組みの方向性を明確にし、

2023年8月には人権方針を制定しました。これにより、企

業活動における基本は人権尊重であるという考え方のもと、

社内外を問わずすべての企業活動において、いかなる人権

侵害も容認しないという姿勢をあらためて明確にしました。

こうした取り組みと同時に、情報開示の強化にも努めます。

また、IRに関しては、引き続き株主・投資家の皆さまに向

けた非財務情報を含めた適時適切な情報開示に加えて、積

極的な対話を通してマツダの経営の考え方をご理解いただく

ことで、PBR改善を含む企業価値向上に取り組みます。

「走る歓び」の進化を「生きる歓び」に

環境規制の相次ぐ変更、厳格化や、社会課題の顕在化など、

外部環境変化のスピードは非常に速く、持続可能なビジネス

へ転換する大きな挑戦に臨むステージに入っています。

それに対応するためには、従業員一人ひとりの活躍と成

長の総和をより大きくし、会社が一丸となって大きな変化を

乗り越えていく必要があります。多様な技術、共創する多く

のパートナーと共に知恵と熱量を結集し、カーボンニュート

ラルの実現、安全・安心・自由な移動が叶う社会を目指して、

日常に動くことへの感動や心のときめきを創造し、仲間と共

有できる幸せをお届けします。

このような取り組みを通して、マツダは、「走る歓び」を進

化させ続け、お客さまの「生きる歓び」を通じて社会に貢献

してまいります。

株主・投資家の皆さまにおかれましては、マツダの目指す方

向性をご理解いただき、引き続き変わらぬご支援を賜ります

ようよろしくお願い申し上げます。

マツダ株式会社
代表取締役社長兼CEO
（最高経営責任者）

┃事業基盤の強化

┃終わりに

09 MAZDA INTEGRATED REPORT 2023 10CONTENTS マツダについて 価値創造ストーリー 価値創造の取り組み 会社概況



1920

成長の軌跡

1980–1999
国際競争に打ち勝つための
積極的な商品開発
グローバルで存在感のある自動車メーカーを目指し、
積極的な商品開発と販売施策を展開。画期的な先進
技術や“ときめきのデザイン”に挑戦し、個性豊かで
魅力的な商品を数多く生み出しました。

1984
マツダ株式会社へ社名変更

1987
初の海外工場として、米国工場が稼働

1989
「ロードスター」を発売
“人馬一体”の爽快な走りと美しい曲面造
形型のデザインが特徴のライトウェイトス
ポーツカーとして、北米市場を中心に数多
くのユーザーから熱烈な支持を受けること
になりました。

1990
世界初のGPSナビゲーション
（カーナビ）を開発

1991
ルマン24時間レース
総合優勝
初出場から17年、13度目の挑戦で遂に日
本車初の総合優勝を実現。ロータリーエ
ンジンの性能と信頼性を広く実証するた
めの「飽くなき挑戦」が、最高の形で結実
しました。

1996
「マツダ・デジタル・イノベーション」
（MDI）を開始
新車開発期間の大幅短縮を狙い、3次元
デジタルデータを核にして、開発から生産
に至るまでの全てのプロセスを革新する
先進的な取り組みをスタートさせました。

1920–1959
コルク製造から機械工業へ
三輪トラックを主力商品に 
東洋コルク工業株式会社として広島で創立。
「工業で社会に貢献する」を合言葉に、工作機械や
さく岩機、自動車の分野へ進出。高い技術力を背景
に事業の拡大を図りました。

1927
東洋工業株式会社へ社名変更

1931
「マツダ号」DA型を発売
第1号のマツダ車となったDA型は、自社
開発のエンジンをはじめ、全ての部品を国
産品で構成した、当時の三輪トラックとし
ては画期的な新商品となりました。

1936
画期的な販売促進策を敢行
鹿児島–東京間の宣伝キャラバン

1945
原子爆弾投下の僅か4カ月後に
三輪トラックの生産を再開

1953
シェルモールド法による
鋳物生産を開始
鋳造や表面処理の先進技術を海外から導
入するなど生産の合理化を積極的に進め、
1950年代後半までに自動車の量産体制
を大幅に強化しました。

1960–1979
総合自動車メーカーへ
大きな飛躍を果たす
乗用車の発売を機に、軽自動車から中型トラックま
でラインアップを一気に拡大。宇品工場の建設に加
え、工場内をつなぐ東洋大橋および世界に通用する
性能を支える三次自動車試験場を完成させ、欧米市
場への本格輸出も開始。米国フォード社との資本提
携で経営基盤も強化しました。

1960
「R360クーペ」で乗用車市場へ進出
初の乗用車に先進技術を惜しみなく投入。
軽量かつ高性能で、親しみやすいデザイ
ンに。市民の手の届く価格で発売し、大き
な話題となりました。

1966
宇品地区に乗用車専用工場を建設

1967
ロータリーエンジンの実用化に成功
世界中の技術者が注目した、高出力・低振動
の“夢のエンジン”の開発に心血を注ぎ、6年
もの歳月をかけて遂に実用化。世界初※となる
2ローター式のロータリーエンジンを「コスモ
スポーツ」に搭載して発売しました。

1975
CI（コーポレートアイデンティティ）の導入
日本企業で初めてコーポレートアイデンティティ（企業イ
メージを統一的に発信する企業戦略）を本格導入しました。

1979
フォード社と資本提携（現在は資本提携を解消）

1920年の創立以来、常に理想の商品づくりを目指してさまざまな課題に挑戦し、
幾度もの危機や逆境を乗り越えて、今日のマツダがあります。
今後も当社の独自性を大切にして、飽くなき挑戦を通じ、
社会に新たな価値を提供していきます。

※1967年時点。マツダ調べ。

グローバル累計生産台数
約6,109万台
（2022年12月末）

2023

2,000

4,000

6,000
（万台）

200019801960

2000–現在
ブランド戦略を強化し
サステナブルな社会を目指す
「走る歓び」を重視する新ブランド戦略を軸に、環境・
安全性能も同時に強化。全社で「モノ造り革新」を推
進し、多様性と共通性を高次元で両立。一貫した「人
間中心」の開発哲学に基づき、心豊かなカーライフ
の実現をいつまでも追求していきます。

2002
ブランドDNAをフルに体現した
「アテンザ」を発売
新ブランドメッセージ「Zoom -Zoom」
に代表される「走る歓び」を追求。デミオ、
RX-8、アクセラと続き、新たな時代を
切り拓きました。

2007
「サステイナブル“Zoom-Zoom”宣言」
自動車産業の課題に対応し、地球環境と交通環境のサステイナブル
な未来に向けた技術開発に取り組むことを宣言しました。

2010
次世代技術「SKYACTIV」と
新デザインテーマ「魂動」を発表
SKYACTIV技術は「ビルディングブロック構想」を実現する革新的
技術の総称。「魂動（こどう）－Soul of Motion」は強い生命感と速
さを感じる動きの表現を目指すデザインテーマ。2012年発売の
「CX-5」以降、全てのマツダ車で導入を開始しました。

2018
米国でトヨタ自動車株式会社との
合弁新工場建設を発表
2022年1月から「CX-50」を生産開始

2022
事故のないクルマ社会の実現に向け
DEAを「CX-60」から採用
ドライバーの異常を検知し、車両を減速・停止させることで､事故の
回避や被害軽減をサポートする「ドライバー異常時対応システム
（DEA）」を新たに導入しました。

2023
「MX-30 e-SKYACTIV R-EV」の量産を開始

2020年のバッテリー EVに続いて、
ロータリーエンジンを発電機として
使用するMX-30のPHEVモデルの
量産を開始しました。

飽くなき挑戦で社会に新たな価値を提供し続けてきた
100年を超えるマツダの歴史
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剣淵自動車試験場

中国技術支援センター（中国）

マツダモーターヨーロッパ（ドイツ）

マツダノースアメリカン
オペレーションズ（米国）

中札内自動車試験場

マツダR&Dセンター横浜

三次事業所

美祢自動車試験場
防府工場

東京本社

本社・本社工場

メキシコ
タイ

ベトナム＊1

米国

中国 ＊2

マレーシア＊1

★ 本社兼生産拠点
● 研究開発拠点（自動車試験場含む）
▲ 生産拠点
■ 渉外・営業・広報の拠点
　 生産拠点兼自動車試験場

At a Glance

売上高

会社創立
     1920年1月30日

連結子会社
  70社

持分法適用関連会社
　  20社

生産拠点
　 　  9カ所

研究開発拠点
　 　  5カ所

販売国・地域数
　　　 130カ国・地域以上

従業員数
 連結  48,481名＊1

 
 単体 23,144名＊2

地域別従業員割合
 

グローバル生産台数

1,134,982台
グローバル販売台数

1,110,019台

38,268億円

営業利益

1,420億円

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,428億円

設備投資

941億円

研究開発費

1,280億円

総資産

32,593億円

拠点紹介
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2023年3月31日時点

2023年3月期

1,110,019台

日本
164,511台

15%

北米
406,719台

37%欧州
160,297台

14%

中国
84,282台

8%

その他
294,210台

26%

日本
764,424台

67%

北米
209,925台

19%

その他
160,633台

14%

2023年3月期

1,134,982台

日本

76%

北米＊3

15%

欧州

3%

その他地域

6%

＊1 現地組み立てのみ（生産台数は公表対象外）。
＊2 2023年7月に中国第一汽車集団有限公司での生産委託を終了。

＊1 連結の社員数には、マツダグループ外部への出向者を除き、グループ外部から受け入れた出向者を含む。
＊2 単体の社員数には、マツダ（株）外部から受け入れた出向者を除き、マツダ（株）外部への出向者を含む。
＊3 メキシコを含む。

連結従業員数

48,481名＊1




